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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１複合材料層（３１８）と、
　該第１複合材料層（３１８）に接続される第２複合材料層（３２０）と、
　前記第１複合材料層（３１８）と前記第２複合材料層（３２０）との間に配置される多
数の複合材料層（５０２）と、を備え、前記第１複合材料層（３１８）及び前記第２複合
材料層（３２０）は燃料タンク（２１６）を形成し、前記第２複合材料層（３２０）が、
１×１０６オーム－メートル～１×１０１５オーム－メートルの抵抗率を有する、
装置。
【請求項２】
　前記第２複合材料層（３２０）は、前記燃料タンク（２１６）の内部（３１３）におけ
る不所望な放電（３２４）を低減し、電磁誘導現象（３１５）によって生じる電流（３１
１）が、前記燃料タンク（２１６）の内部に流れ込むのを抑制するように構成される、請
求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記第２複合材料層（３２０）は、前記燃料タンク（２１６）の内部に隣接し、かつ前
記燃料タンク（２１６）内の多数の不具合を低減するように構成される、請求項１又は２
のいずれか一項に記載の装置。
【請求項４】
　前記燃料タンク（２１６）は第１構造物であり、前記第２複合材料層（３２０）は、第
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２構造物（３３８）が前記燃料タンク（２１６）と接触するときに生じるガルバニック腐
食を低減するように構成される、請求項１から３のいずれか一項に記載の装置。
【請求項５】
　前記第２複合材料層（３２０）は繊維（４１２）を含み、前記繊維（４１２）は、ガラ
ス、炭素、セラミック、シリカ、有機材料、プラスチック、ポリマー、ナイロン、及び金
属のうちの少なくとも１つとして選択される材料により構成される、請求項１から４のい
ずれか一項に記載の装置。
【請求項６】
　前記第２複合材料層（３２０）は、金属、金属合金、ニッケル、炭素、導電性ポリマー
、二酸化チタン、及びカーボンブラックのうちの１つとして選択される導電性材料（４２
２）を含む、請求項１から５のいずれか一項に記載の装置。
【請求項７】
　前記第２複合材料層（３２０）は繊維（４１２）を含み、前記繊維（４１２）は、導電
性材料（４２２）のコーティング、及び前記繊維（４１２）に練り込まれる前記導電性材
料（４２２）のうちの少なくとも一方を含む、請求項１から６のいずれか一項に記載の装
置。
【請求項８】
　前記導電性材料（４２２）の前記コーティングは、前記繊維（４１２）に付着する粉末
、及び前記繊維（４１２）の少なくとも一部に付着するナノ粉末のうちの少なくとも一方
を含む、請求項７に記載の装置。
【請求項９】
　前記第２複合材料層（３２０）は、強化材を形成する繊維（４１２）と、前記強化材（
４０８）中のマトリクス（４１０）を形成する樹脂（４１４）と、を含む、請求項１から
８のいずれか一項に記載の装置。
【請求項１０】
　前記樹脂（４１４）は、導電率（３２２）を付与するように構成され、該導電率（３２
２）は、前記燃料タンク（２１６）の表面（３１２）の電荷（３１０）を放散させ、前記
電流（３１１）が、前記燃料タンク（２１６）の前記表面（３１２）の前記第２複合材料
層（３２０）に流れるのを抑制するように設定される、請求項９に記載の装置。
【請求項１１】
　前記第２複合材料層（３２０）は、多数の複合材料層を含む、請求項１から１０のいず
れか一項に記載の装置。
【請求項１２】
　プラットフォームを動作させる方法であって、該方法は：
　第１複合材料層（３１８）と、前記第１複合材料層（３１８，４０４）に接続される第
２複合材料層（３２０）と、前記第１複合材料層（３１８）と前記第２複合材料層（３２
０）との間に配置される多数の複合材料層（５０２）と、を備える燃料タンク（２１６）
を有するプラットフォームを動作させる工程を含み、
　前記第２複合材料層（３２０）が、１×１０６オーム－メートル～１×１０１５オーム
－メートルの抵抗率を有する、
方法。
【請求項１３】
　前記第２複合材料層（３２０）の導電率は、前記燃料タンク（２１６）の内部における
不所望な放電（３２４）を低減し、電磁誘導現象（３１５）によって生じる電流（３１１
）が、前記第２複合材料層（３２０）に流れるのを抑制するように設定される、請求項１
２に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は概して、航空宇宙プラットフォームに関するものであり、特に航空宇宙プラッ
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トフォームの構造物に関するものである。更に詳細には、本開示は、航空宇宙プラットフ
ォームの表面の電荷を放散させる方法及び装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　静電気は、物体の表面に発生する電荷である。物体は、例えば航空機、宇宙船のような
航空宇宙プラットフォーム、または他の或る種類の航空宇宙プラットフォームとすること
ができる。静電気は、航空機の種々の表面に発生する可能性がある。例えば、静電気は、
航空機の燃料タンクの表面に発生する可能性がある。静電気の放散は、構造物の内部にお
ける静電気の放電の可能性を低くするために望ましい。
【０００３】
　航空機の多くの燃料タンクは、アルミニウムにより構成される。この材料は多くの場合
、所望の電荷放散性を実現する。電荷の放散量をより高めることが望ましい場合、他の機
構を使用する必要がある。例えば、接地技術及び接地材料が、静電気を構成する電荷を放
散させるために開発されてきた。更に、添加剤を燃料のような液体に加えて、静電気の発
生を低減させ、静電気の放散を容易にしてきた。
【０００４】
　複合材料を金属の代わりに用いる場合、静電気を、燃料タンクのような構造物内で処理
する方法は変化する。アルミニウムの場合、これらの電荷は、構造物が導電性であるため
に放散させることができる。しかしながら、複合材料の場合、表面導電性は無い、または
金属を用いる場合ほどには高くない。その結果、静電気が、複合材料を使用する燃料タン
クの表面に一層容易に発生する可能性がある。
【０００５】
　従って、上に説明した問題のうちの少なくとも幾つかの問題だけでなく、起こり得る他
の問題を考慮に入れた方法及び装置を有することが望ましい。
【発明の概要】
【０００６】
　１つの例示的な実施形態では、装置は、第１複合材料層及び第２複合材料層を備え、前
記第２複合材料層は前記第１複合材料層に接続される。前記第１複合材料層及び前記第２
複合材料層は構造物を形成する。前記第２複合材料層は、前記構造物の表面の電荷を放散
させ、電磁誘導現象によって生じる電流が、前記第２複合材料層に流れるのを抑制するよ
うに設定される導電率を有する。
【０００７】
　別の例示的な実施形態では、航空機の複合材燃料タンクは、第１複合材料層及び第２複
合材料層を有する壁を備える。前記第２複合材料層は、前記複合材燃料タンクの内部の前
記第１複合材料層の上に配置される。前記第１複合材料層及び前記第２複合材料層は構造
物を形成する。前記第２複合材料層は、前記複合材燃料タンクの前記内部の表面の電荷を
放散させ、電磁誘導現象によって生じる電流が、前記複合材燃料タンクの前記内部の表面
を流れるのを抑制するように構成される。
【０００８】
　更に別の例示的な実施形態では、プラットフォームを動作させる方法が提示される。前
記プラットフォームは、前記プラットフォームが、第１複合材料層と、前記第１複合材料
層に接続される第２複合材料層と、を備える構造物を有する状態で動作させる。前記第２
複合材料層は導電率を有し、該導電率は、前記構造物の表面の電荷を放散させ、電磁誘導
現象によって生じる電流が、前記第２複合材料層に流れるのを抑制するように設定される
。
【０００９】
　特徴及び機能は、本開示の種々の実施形態において個別に実現することができる、また
は更に他の実施形態において組み合わせることができ、更なる詳細は、次の説明、及び以
下の図面を参照することにより理解することができる。
【００１０】
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　これらの例示的な実施形態に固有と考えられる新規の特徴は、添付の請求項に開示され
る。しかしながら、これらの例示的な実施形態だけでなく、これらの例示的な実施形態の
好適な使用形態、更に別の目的、及び特徴は、本開示の例示的な実施形態に関する以下の
詳細な説明を参照しながら、添付の図面と併せて一読することにより最も深く理解される
。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】図１は、例示的な実施形態による航空機製造及び整備方法の図である。
【図２】図２は、例示的な実施形態を実現することができる航空機の図である。
【図３】図３は、例示的な実施形態による電荷管理環境の図である。
【図４】図４は、例示的な実施形態による電荷放散システムの図である。
【図５】図５は、例示的な実施形態による構造物の製造環境の図である。
【図６】図６は、例示的な実施形態による燃料タンクを備える航空機の図である。
【図７】図７は、例示的な実施形態による構造物の断面図である。
【図８】図８は、例示的な実施形態による燃料タンクの一部を断面から見た図である。
【図９】図９は、例示的な実施形態による電荷放散システムを備える構造物を製造するプ
ロセスのフローチャートの図である。
【図１０】図１０は、例示的な実施形態によるプラットフォームを動作させるプロセスの
フローチャートの図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　これらの図面を更に詳細に参照するに、本開示の種々の実施形態は、図１に示す航空機
製造及び整備方法１００、及び図２に示す航空機２００に関連して説明することができる
。まず、図１を参照するに、航空機製造及び整備方法の図が例示的な実施形態に従って描
かれている。製造前段階では、航空機製造及び整備方法１００において、図２の航空機２
００の仕様決定及び設計１０２、及び材料調達１０４を行なうことができる。
【００１３】
　製造段階では、図２の航空機２００の部品及びサブアセンブリ製造１０６、及びシステ
ム統合１０８が行なわれる。その後、図２の航空機２００は、証明書発行及び機体引き渡
し１１０を経て、供用１１２されることになる。顧客が供用１１２している間、図２の航
空機２００は、日常的なメンテナンス及び整備１１４を行うようにスケジューリングされ
、このメンテナンス及び整備１１４は、改修、再構成、改装、及び他のメンテナンスまた
は整備を含むことができる。
【００１４】
　航空機製造及び整備方法１００のプロセス群の各プロセスは、システムインテグレータ
、サードパーティ、及び／又はオペレータによって行なうことができるか、または実行す
ることができる。これらの例では、オペレータは顧客とすることができる。この説明を進
めるために、システムインテグレータとして、これらには限定されないが、任意の数の航
空機製造業者、及び航空機大手システムサブコントラクタを挙げることができ；サードパ
ーティとして、これらには限定されないが、任意の数のベンダー、サブコントラクタ、及
びサプライヤーを挙げることができ；オペレータは、航空会社、リース会社、軍隊、航空
機整備機関などとすることができる。
【００１５】
　次に、図２を参照するに、例示的な実施形態を実現することができる航空機の図が描か
れている。この例では、航空機２００は、図１の航空機製造及び整備方法１００により製
造され、複数のシステム２０４を搭載した機体２０２と、機内２０６と、を含むことがで
きる。システム群２０４の例として、推進システム２０８、電気システム２１０、油圧シ
ステム２１２、及び環境システム２１４のうちの１つ以上を挙げることができる。任意の
数の他のシステムを含めてもよい。航空宇宙用の例を示しているが、異なる例示的な実施
形態は、自動車産業のような他の産業に適用することができる。



(5) JP 6335791 B2 2018.5.30

10

20

30

40

50

【００１６】
　異なる例示的な実施形態は、図示の例の機体２０２内で実現することができる。例えば
、異なる例示的な実施形態のうちの１つ以上の実施形態は、航空機２００の機体２０２の
翼２１８内の燃料タンク２１６のような構造物の内部で実現することができる。
【００１７】
　これらの例示的な例では、翼２１８内の燃料タンク２１６は、複合材料により構成する
ことができる。これらの複合材料は、例えば炭素繊維強化複合材料を含むことができる。
これらの部品は、特定の実施形態によって異なるが、複合材料により部分的に構成するか
、または全体を構成することができる。異なる例示的な実施形態は、燃料タンク２１６の
内部表面に生成される可能性がある電荷を管理するように実現することができる。
【００１８】
　本明細書において具体化される装置及び方法は、図１の航空機製造及び整備方法１００
の種々の段階のうちの少なくとも１つの段階において用いることができる。本明細書にお
いて使用されるように、「ａｔ　ｌｅａｓｔ　ｏｎｅ　ｏｆ」というフレーズは、複数の
アイテムを列挙して使用される場合に、列挙されるこれらのアイテムのうちの１つ以上の
アイテムの異なる組み合わせを用いることができ、列挙されるアイテムの中の各アイテム
の１つだけで済ませることができることを意味する。例えば、「ａｔ　ｌｅａｓｔ　ｏｎ
ｅ　ｏｆ　ｉｔｅｍ　Ａ，　ｉｔｅｍ　Ｂ，　ａｎｄ　ｉｔｅｍ　Ｃ」は、例えばこれら
には限定されないが、「ｉｔｅｍ　Ａ（アイテムＡ）」または「ｉｔｅｍ　Ａ　ａｎｄ　
ｉｔｅｍ　Ｂ（アイテムＡ及びアイテムＢ）」を含むことができる。この例は更に、「ｉ
ｔｅｍ　Ａ，　ｉｔｅｍ　Ｂ，　ａｎｄ　ｉｔｅｍ　Ｃ（アイテムＡ、アイテムＢ、及び
アイテムＣ）」または「ｉｔｅｍ　Ｂ　ａｎｄ　ｉｔｅｍ　Ｃ（アイテムＢ及びアイテム
Ｃ）」を含むことができる。
【００１９】
　１つの例示的な例では、図１の部品及びサブアセンブリ製造１０６において製造される
部品群またはサブアセンブリ群は、航空機２００を図１において供用１１２している間に
製造される部品群またはサブアセンブリ群と同様の方法で組み立てる、または製造するこ
とができる。更に別の例として、多数の装置実施形態、方法実施形態、またはこれらの実
施形態の組み合わせは、図１の部品及びサブアセンブリ製造１０６、及びシステム統合１
０８のような製造段階において利用することができる。「Ａ　ｎｕｍｂｅｒ（多数）」と
は、アイテム群を指すために用いられる場合に、１つ以上のアイテムを意味する。例えば
、多数の装置実施形態とは、１つ以上の装置実施形態である。
【００２０】
　多数の装置実施形態、方法実施形態、またはこれらの実施形態の組み合わせは、航空機
２００を供用１１２している間に、および／または航空機２００に、図１のメンテナンス
及び整備１１４が施されている間に利用することができる。多数の異なる例示的な実施形
態を利用することにより、航空機２００の組み立てを大幅に促進することができる、およ
び／または航空機２００のコストを大幅に低減することができる。
【００２１】
　異なる例示的な実施形態では、多数の注意事項を認識し、考慮に入れる。例えば、異な
る例示的な実施形態では、プライマーを使用して、燃料タンクの表面の電荷の放散を管理
することができることを認識し、考慮に入れる。異なる例示的な実施形態では、この機構
がしかしながら、静電気のような電荷の所望量を放散させることができないことを認識し
、考慮に入れる。
【００２２】
　異なる例示的な実施形態では、プライマーを調製して電荷の放散量を、現在入手可能な
プライマーと比較して、高めることができることを認識し、考慮に入れる。更に、プライ
マーの塗布は、電荷の放散量を高めるために行なうことができる。例えば、燃料タンクの
表面に塗布されるプライマーの厚さは、電荷の放散量を高めるように選択することができ
る。しかしながら、これらのプライマーを使用すると、燃料タンクのような構造物を複合



(6) JP 6335791 B2 2018.5.30

10

20

30

40

50

材料により製造するための費用が増大する可能性がある。
【００２３】
　異なる例示的な実施形態では更に、構造物の表面に発生する可能性のある電荷を放散さ
せるためにプライマー及び他の機構を使用する場合、航空機の複雑さ、及び重量が、所望
の状態よりも増大する可能性があることを認識し、考慮に入れる。異なる例示的な実施形
態では、プライマーの代わりに、またはプライマーの他に、電荷の放散を可能にする層を
有することが望ましいことを認識し、考慮に入れる。プライマー、及び電荷の放散を可能
にする付加層を共に設ける場合、多量の電荷を放散させることができる。
【００２４】
　時間及び人員が、プライマーを燃料タンクの内部表面に塗布するために必要となる。適
切な量のプライマーを塗布して、所望の放散量を達成するためには、確実に所望量のプラ
イマーを設けることができるように検査及び追加の作業を行なう必要がある。また、時間
及び人員が更に、他の部品群を燃料タンクに追加して、形成される可能性のある電荷の放
散量を高めるために必要となる。その結果、航空機を製造するために必要な時間が長くな
る可能性がある。
【００２５】
　従って、異なる例示的な実施形態は、構造物の表面の電荷を低減する方法及び装置を提
供する。異なる例示的な実施形態では、装置は、第１複合材料層と、第２複合材料層と、
を備えることができる。第２複合材料層は、第１複合材料層に接続される。第１複合材料
層及び第２複合材料層が複合材構造物を構成する。第２複合材料層は、構造物の表面の電
荷を放散させるように設定される導電率を有する。
【００２６】
　異なる例示的な実施形態では更に、構造物の表面の電荷を放散させる導電率を有する他
に、電磁誘導現象によって生じる構造物内の電流の流れを、電磁誘導現象が構造物に与え
る影響が小さくなるように更に抑制することが望ましいことを認識し、考慮に入れる。電
流を抑制すると、不具合の発生を低減することができ、構造物の有効寿命の短縮を防止す
ることができ、および／または他の不所望な状態または影響を防止することができる。
【００２７】
　この注意事項を念頭に置いて、第２複合材料層は更に、構造物の表面の電荷を放散させ
るように設定される他に、第２複合材料層内の電流の流れを抑制するように設定される導
電率を有する。詳細には、電磁誘導現象によって生じる可能性のある電流の流れを抑制す
ることが望ましい。例えば、電磁誘導現象は、航空機の周りの環境、航空機内の装置、及
び他の適切な発生源から発生する可能性がある。
【００２８】
　次に、図３を参照するに、電荷管理環境の図が、例示的な実施形態に従って描かれてい
る。この例示的な例では、電荷管理環境３００は、図２の航空機２００を使用して実現す
ることができる。
【００２９】
　図示のように、構造物３０２は、図２の航空機２００内の構造物とすることができる。
これらの例示的な例では、構造物３０２は、液体３０４を保持することができる。詳細に
は、構造物３０２は、図２の燃料タンク２１６のような燃料タンクとすることができ、液
体３０４は、燃料３０６の形態を採ることができる。詳細には、構造物３０２は、これら
の例示的な例では、図２の翼２１８の内部に配置することができる。
【００３０】
　電荷放散システム３０８は構造物３０２に接続することができる。電荷放散システム３
０８は、構造物３０２の表面３１２に形成される可能性のある電荷３１０を放散させるよ
うに構成される。
【００３１】
　更に、電荷放散システム３０８はまた、電磁誘導現象３１５によって生じる電流３１１
の流れを抑制するように構成される。これらの例示的な例では、電磁誘導現象３１５は、
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電荷３１０を発生する現象ではない。電磁誘導現象は、複合材構造物３１４が配置される
プラットフォームの外部の発生源により発生する可能性がある、または電流を発生するプ
ラットフォーム内の別の装置により発生する可能性がある。
【００３２】
　これらの例示的な例では、表面３１２は、構造物３０２の内部３１３に配置される。別
の表現をすると、表面３１２は、燃料タンクの内部３１３に配置される。
【００３３】
　これらの例示的な例では、構造物３０２は、複合材構造物３１４の形態を採る。構造物
３０２は、第１複合材料層３１８を使用して形成される。更に、電荷放散システム３０８
は第２複合材料層３２０を含む。この例示的な例では、第２複合材料層３２０は第１複合
材料層３１８の上に配置される。
【００３４】
　電荷放散システム３０８内の第２複合材料層３２０は、これらの例示的な例では、構造
物３０２の一部であると考えることができる。別の表現をすると、第２複合材料層３２０
は、第１複合材料層３１８が構造物３０２に対応して形成されると同時に形成することが
できる。その結果、構造物３０２の製造後に電荷放散システム３０８を構造物３０２に追
加するために要する時間及び費用が追加されるのを回避することができる。
【００３５】
　図示のように、第１複合材料層３１８及び第２複合材料層３２０は、同時に硬化させる
ことができる。この種類の硬化は、同時硬化（ｃｏ－ｃｕｒｉｎｇ）と表記することもで
きる。
【００３６】
　これらの例示的な例では、第２複合材料層３２０は、構造物３０２の表面３１２に発生
する電荷３１０を放散させるように構成される。この例では、第２複合材料層３２０は導
電率３２２を有する。導電率３２２によって、電流３１１が第２複合材料層３２０に流れ
るのを抑制しながら、電荷３１０を構造物３０２の表面３１２から放散させることができ
る。電流３１１の流れは、第２複合材料層３２０によって、落雷または或る他の発生源の
ような電磁誘導現象３１５による影響を低減する程度に抑制される。別の表現をすると、
導電率３２２は、電荷３１０を表面３１２から放散させるために十分高く、かつ落雷時の
電磁誘導現象のような電磁誘導現象３１５によって生じる電流３１１の流れを抑制するた
めに十分低い。
【００３７】
　このようにして、第２複合材料層３２０における電荷３１０の発生を低減する、および
／または防止することができる。詳細には、第２複合材料層３２０の導電率３２２によっ
て、電荷３１０を放散させて、構造物３０２の表面３１２からの不所望な放電を低減する
ことができる。このように低減することにより、不所望な放電が構造物３０２の表面３１
２で発生するのを殆ど防止することができる。
【００３８】
　第２複合材料層３２０の導電率３２２が高くなると、電荷３１０の放散量も高くなる。
導電率３２２は、抵抗率を利用して測定することができる。抵抗率は、導電率３２２の逆
数である。１つの例示的な例として、電荷３１０の放散を可能にする第２複合材料層３２
０の抵抗率は、約１０６Ωｍ～約１０９Ωｍとすることができる。抵抗率のこの範囲の値
は、導電率３２２の低い範囲の値に対応する。
【００３９】
　更に、導電率３２２が、電流３１１の流れを更に抑制するように選択される場合、第２
複合材料層３２０の抵抗率は、約１×１０６Ωｍ～約１×１０１５Ωｍとすることができ
る。更に、これらの図示の例では、第２複合材料層３２０は、外部発生源により発生する
構造物３０２の内部３１３の不所望な放電３２４を低減するように構成される。
【００４０】
　更に、第２複合材料層３２０は、外部発生源によって生じる可能性のある電流３１１の
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流れを抑制するように構成される。具体的には、外部発生源から電磁誘導現象３１５のよ
うな電磁誘導現象が発生する可能性がある。第２複合材料層３２０内の電流３１１の流れ
を抑制することにより、構造物３０２の内部３１３に至る電流３１１の流れも抑制するこ
とができる。
【００４１】
　これらの外部発生源は、構造物３０２の一部ではない任意の発生源とすることができる
。例えば、これに限定されないが、落雷のような外部発生源から不所望な放電３２４が、
第２複合材料層３２０を使用しない状態では、発生する可能性がある。
【００４２】
　更に、電流３１１の流れを抑制する動作は、電磁誘導現象３１５が構造物３０２に接続
される発生源によって生じる状態で行なうこともできる。これらの発生源として、例えば
発電機、スイッチ、コンピュータシステム、電気システム、照明システム、及び電源を使
用する、および／または電源を生成する他の適切な装置を挙げることができる。
【００４３】
　また、第２複合材料層３２０は更に、構造物３０２内の多数の不具合３３０を低減する
ことができるように構成することができる。多数の不具合３３０として、例えばこれらに
は限定されないが、繊維破断、繊維断裂、及び／又は他の種類の不具合を挙げることがで
きる。多数の不具合３３０は、多数のファスナー３３４に対応する多数の穴３３２が構造
物３０２にドリルで開口されるときに形成される可能性がある。不具合３３０の数が増え
ると、多数の不具合３３０を修理するために行なわれる必要がある補修作業の回数も増え
る可能性がある。第２複合材料層３２０は、構造物３０２内に形成される不具合３３０の
数を低減することにより、必要となる補修作業の回数を減らすように構成される。
【００４４】
　また、電荷放散システム３０８内の第２複合材料層３２０によって更に、ガルバニック
腐食３３６の発生を低減することができる。ガルバニック腐食３３６は、電気化学的反応
過程であり、この電気化学的反応過程では、電気的接触が、２つの異なる種類の金属の間
で、腐食を起こす液体が存在している状態で生じる。ガルバニック腐食３３６は、第２構
造物３３８が構造物３０２と接触する箇所に発生する可能性がある。これらの例示的な例
では、第２構造物３３８は金属構造物３４０である。第２複合材料層３２０は、第２構造
物３３８を第１複合材料層３１８から分離して、ガルバニック腐食３３６を低減する。
【００４５】
　図３の電荷管理環境３００は、異なる例示的な実施形態を実現することができる態様に
物理的な、または構造上の制約があることを示すために図示されているのではない。図示
される構成要素群の他に、および／または代わりに、他の構成要素群を使用してもよい。
幾つかの構成要素は、幾つかの例示的な実施形態では不要とすることができる。また、ブ
ロック群を提示して、幾つかの機能的構成要素を示している。これらのブロックのうちの
１つ以上のブロックは、異なる例示的な実施形態において実現される場合に、組み合わせ
ることができる、および／または異なるブロックに分割することができる。
【００４６】
　例えば、構造物３０２は、図２の航空機２００内の構造物として記載されてきた。他の
例示的な実施形態では、構造物３０２は、他のプラットフォームに設けることができる。
例えば、これらには限定されないが、他の例示的な実施形態は、移動プラットフォーム、
静止プラットフォーム、陸上構造物、水上構造物、宇宙構造物、及び／又は幾つかの他の
適切な物体に適用することができる。更に詳細には、異なる例示的な実施形態は、例えば
これらには限定されないが、潜水艦、バス、人員運搬車、戦車、列車、自動車、宇宙船、
宇宙ステーション、衛星、水上艦、発電所、ダム、製造工場、建物、及び／又は他の或る
適切な物体に適用することができる。
【００４７】
　更に、他の例示的な実施形態では、構造物３０２は、液体３０４が燃料３０６の形態で
ある燃料タンク以外の他の形態を採ることができる。例えば、これらには限定されないが
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、液体３０４は、他の揮発性及び／又は不揮発性液体を含むことができる。また、構造物
３０２は更に、液体３０４の他に、または代わりに、ガスを保持するように構成すること
ができる。
【００４８】
　別の例示的な例として、第１複合材料層３１８及び第２複合材料層３２０のみが、電荷
管理環境３００内の構造物３０２に対応するように描かれているが、他の層を、特定の実
施形態によって異なる構成で、第１複合材料層３１８及び第２複合材料層３２０の他に設
けてもよい。
【００４９】
　次に、図４を参照するに、電荷放散システムの図が、例示的な実施形態に従って描かれ
ている。この例示的な例では、電荷放散システム４００は、図３の電荷放散システム３０
８の１つの実施形態の一例である。
【００５０】
　この図示の例では、第２複合材料層４０１は、構造物４０６の壁４０５の第１複合材料
層４０４の上に形成される。第１複合材料層４０４は、構造物４０６に対応する複合材料
層である。具体的には、この例示的な例では、第１複合材料層４０４は炭素を含む。
【００５１】
　図示のように、第２複合材料層４０１は強化材４０８を含む。強化材４０８は繊維４１
２の形態を採ることができる。これらの例示的な例では、繊維４１２は、織物４１５を形
成するように構成することができる。別の表現をすると、強化材４０８は繊維４１２を含
む織物４１５の形態を採ることができる。織物４１５は、繊維４１２を互いに織り込む製
織法、編組法、開繊法、圧着法、及び／又は他の機構により製造することができる。
【００５２】
　これらの例示的な例では、第２複合材料層４０１は更に、マトリクス４１０を含むこと
ができる。マトリクス４１０は、樹脂４１４の形態を採ることができる。樹脂４１４を織
物４１５に溶融含浸させて、第２複合材料層４０１を形成することができる。第２複合材
料層４０１は、例えばガラス繊維層または他の或る適切な種類の層とすることができる。
【００５３】
　これらの例示的な例では、繊維４１２は、電荷４１８を構造物４０６の表面４２５から
放散させることができるような導電率４１６を有することができる。更に、導電率４１６
は、不所望な放電４２０が低減するように、および／または不所望な放電４２０が発生す
ることが防止されるように設定することができる。
【００５４】
　更に、幾つかの例示的な例では、繊維４１２はまた、電磁誘導現象によって生じる電流
４２１の流れが抑制されるような導電率を有することができる。具体的には、電流４２１
が第２複合材料層４０１に流れるのを抑制することができる。
【００５５】
　その結果、電流４２１が構造物４０６に流れるのを抑制することができる。導電率４１
６が、不所望な放電４２０及び電流４２１の流れを低減するように設定される場合、第２
複合材料層４０１は、ガルバニック絶縁を実現することができる。不所望な放電４２０及
び電流４２１の流れの低減は、不所望な放電４２０及び電流４２１の流れが無くなるよう
に行なうことができる。別の表現をすると、第２複合材料層４０１は、構造物４０６を図
２の航空機２００の他の構造物または部品から電気的に絶縁することができる。
【００５６】
　これらの例示的な例では、繊維４１２は、多数の異なる材料により構成することができ
る。例えばこれらには限定されないが、繊維４１２は、ガラス、炭素、セラミック、シリ
カ、有機材料、プラスチック、ポリマー、ナイロン、金属、及び他の適切な種類の材料の
うちの少なくとも１つにより構成することができる。
【００５７】
　更に、幾つかの例示的な例では、繊維４１２に導電性材料４２２を練り込むことができ
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る。導電性材料４２２は、例えば炭素、金属、または或る他の適切な種類の導電性材料と
することができる。
【００５８】
　これらの例示的な例では、１つの構成要素は、別の構成要素に多くの異なる方法で関連
付けられる。例えば、第１構成要素は第２構成要素に、第１構成要素が第２構成要素を被
覆することにより、第１構成要素が第２構成要素と一体に形成されることにより、第１構
成要素が強化材４０８の第２構成要素に物理的に接触することにより、他の適切な方法に
より関連付けられる。例えば、繊維４１２のような第１構成要素を、導電性材料４２２の
ような第２構成要素で被覆することができる。これらの例示的な例では、繊維４１２の少
なくとも一部を、導電性材料４２２で被覆することができる。コーティングは、繊維４１
２の少なくとも一部を覆うように構成される。コーティングは、繊維４１２の中の１本の
繊維を覆う材料膜の形態とすることができる。幾つかの事例では、コーティングは、繊維
に付着する粉末の形態の材料とすることができる。例えば、ナノ粉末を使用して、繊維４
１２の少なくとも一部を被覆することができる。コーティングは、材料が液体またはガス
の形態を採る状態で付加することもできる。
【００５９】
　別の表現をすると、所望の導電率４１６の大きさによって異なるが、繊維４１２の或る
部分、または全ての部分に導電性材料４２２をコーティングすることができる。更に別の
例示的な例では、繊維４１２の一部を導電性材料４２２により構成することができるのに
対し、繊維４１２の別の部分は導電性材料４２２を含まないようにすることができる。勿
論、多くの他の変形例を設けて、導電性材料４２２を繊維４１２に使用して、所望の大き
さの導電率４１６を付与するようにすることができる。幾つかの例示的な例では、繊維４
１２及び／又は樹脂４１４にドープすることにより、または繊維４１２及び／又は樹脂４
１４を処理することにより、導電率４１６を付与することができる。
【００６０】
　他の例示的な例では、樹脂４１４は、繊維４１２の導電率の代わりに、または繊維４１
２の導電率の他に、導電率４１６を付与することもできる。例えば、導電率４１６は、樹
脂４１４の導電性材料４２４によって付与することができる。特定の実施形態によって異
なるが、導電性材料４２２及び導電性材料４２４を共に設けることにより、導電率４１６
を第２複合材料層４０１に付与することができる。
【００６１】
　導電性材料４２２及び導電性材料４２４は、例えばこれらには限定されないが、所望の
大きさの導電率４１６を付与することができる金属、金属合金、ニッケル、炭素、導電性
ポリマー、二酸化チタン、カーボンブラック、及び他の適切な種類及び組み合わせの材料
のうちの少なくとも１つにより構成することができる。また、導電性材料４２４は、照射
４２３による劣化から保護を行なうように選択することもできる。照射４２３は、例えば
紫外線照射４２５とすることができる。このようにして、構造物４０６の有効寿命を延ば
すことができる。導電性材料４２２は、腐食耐性を構造物４０６に付与することができる
能力を有するものとして選択することもできる。
【００６２】
　この例示的な例では、第２複合材料層４０１は、第１複合材料層４０４の上に配置され
る。勿論、第２複合材料層４０１は、第１複合材料層４０４に直接接触するようにしても
よい。他の例示的な例では、第２複合材料層４０１は第１複合材料層４０４に、多数の追
加層４２６のような他の複合材料層を挟んで接続することができる。多数の追加層４２６
は、多数の導電層を含むことができる。
【００６３】
　多数の追加層４２６は、他の所望の特徴を提供することができる。例えば、多数の追加
層４２６は、ガルバニック腐食を低減するように構造物４０６を別の構造物から絶縁する
ことができる。
【００６４】
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　図４の電荷放散システム４００は、異なる例示的な実施形態を実現することができる態
様に物理的な、または構造上の制約があることを示すために図示されているのではない。
図示される構成要素群の他に、および／または代わりに、他の構成要素群を使用してもよ
い。幾つかの構成要素は、幾つかの例示的な実施形態では不要とすることができる。また
、ブロック群を提示して、幾つかの機能的構成要素を示している。これらのブロックのう
ちの１つ以上のブロックは、異なる例示的な実施形態において実現される場合に、組み合
わせることができる、および／または異なるブロックに分割することができる。
【００６５】
　次に、図５を参照するに、構造物の製造環境の図が、例示的な実施形態に従って描かれ
ている。この例示的な例では、製造環境５００は、図３の構造物３０２、または図４の構
造物４０６を製造するために使用することができる環境の一例である。
【００６６】
　これらの例示的な例では、多数の複合材料層５０２、及び多数の複合材料層５０４は、
金型５０６に積層することができる。金型５０６は多数の異なる形態を採ることができる
。例えば、金型５０６は、これらの例では、内型または外型とすることができる。
【００６７】
　多数の複合材料層５０２は、この例では、燃料タンクの壁の複合材料層を形成する。多
数の複合材料層５０４は、これらの図示の例では、電荷放散システムの複合材料層を含む
。例えば、多数の複合材料層５０２は、図４の第１複合材料層４０４を含むことができる
。多数の複合材料層５０４は、図４の第２複合材料層４０１を含むことができる。更に、
図４の多数の追加層４２６は、多数の複合材料層５０４に含めることもできる。
【００６８】
　多数の複合材料層５０４は、プリプレグ５０７の形態を採ることができる。別の表現を
すると、多数の複合材料層５０４は、これらの例示的な例では、多数の複合材料層５０２
の上に載せたときに、樹脂を溶融させる必要を伴うことなく硬化し始める状態になってい
る。
【００６９】
　多数の複合材料層５０４、及び多数の複合材料層５０２を金型５０６に積層した後、構
造物５０８は形状５１０を有し、硬化し始める状態になる。構造物５０８を載せた金型５
０６を締めて、加熱システム５１４を用いて硬化処理を行なうことができる。加熱システ
ム５１４は、特定の実施形態によって異なるが、加熱及び真空引きの両方を行なうことが
できる。加熱システム５１４として、例えばこれらには限定されないが、オートクレーブ
、オーブン、ヒートブランケット、及び／又は他の或る適切な種類の加熱装置を挙げるこ
とができる。勿論、複合材料を硬化させるために適する任意の加熱源を用いてもよい。
【００７０】
　これらの例示的な例では、構造物５０８は、航空機の翼内の燃料タンクとすることがで
きる。構造物５０８を硬化させた後、硬化後の構造物５１２が形成される。その後、特定
の実施形態によって異なるが、プライマー５１８、シーラント５２０、及び／又は他の適
切な層を硬化後の構造物５１２に付加することができる。
【００７１】
　次に、図６を参照するに、燃料タンクを備える航空機の図が、例示的な実施形態に従っ
て描かれている。この図示の例では、航空機６００は、図２の航空機２００の１つの実施
形態の一例である。この例では、燃料タンク６０２，６０４，６０６，６０８，６１０，
６１２，６１４，６１６，及び６１８は、航空機６００内に設けられる。
【００７２】
　燃料タンク６０２，６０４，及び６０６が翼６２０内に設けられるのに対し；燃料タン
ク６１０，６１２，及び６１４は、翼６２２内に設けられる。燃料タンク６０８は胴体６
２４内に設けられる。燃料タンク６１６及び６１８は、水平尾翼６２６及び６２８内にそ
れぞれ設けられる。
【００７３】
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　これらの例示的な例では、図３の電荷放散システム３０８、及び図４の電荷放散システ
ム４００は、燃料タンク６０２，６０４，６０６，６０８，６１０，６１２，６１４，６
１６，及び６１８のうちの少なくとも１つの燃料タンク内に実装することができる。
【００７４】
　次に、図７を参照するに、構造物の断面の図が、例示的な実施形態に従って描かれてい
る。この例示的な例では、断面７００は、図６の燃料タンク６０２のような燃料タンクの
断面である。勿論、断面構造７００は、図６の航空機６００に対応して図示される任意の
燃料タンクに用いることができる。
【００７５】
　この例示的な例では、断面７００で表わされる構造物７０２は、図６の燃料タンク６０
２の一部である。この例示的な例では、複合材料層７０４は、燃料タンク６０２の壁７０
６を形成する。
【００７６】
　図示のように、複合材料層７０８は、電荷放散システム７１０の一部を構成する。電荷
放散システム７１０は、図３の電荷放散システム３０８、及び図４の電荷放散システム４
００の１つの実施形態の一例である。
【００７７】
　この図示の例では、複合材料層７０８は、複合材料層７０４に接触している。プライマ
ー７１２も、電荷放散システム７１０の一部とすることができる。この例では、プライマ
ー７１２は、電荷を放散し易くすることもできる材料により構成することができる。シー
ラント７１４は、これらの例示的な例では、プライマー７１２の上に形成される。
【００７８】
　これらの例示的な例では、複合材料層７０８は、燃料タンク６０２の表面７１６に形成
される電荷を放散させることができるような導電率を有するように構成することができる
。また、複合材料層７０８は更に、外部発生源から発生する電流により生じる不所望な放
電を低減する、または防止するように構成することができる。複合材料層７０８は更に、
複合材料層７０４内に生じる、または複合材料層７０４内を伝わる可能性のある燃料タン
ク内部７１８の不所望な放電を低減する、および／または防止するように構成することが
できる。
【００７９】
　また、複合材料層７０８は更に、複合材料層７０８内の電流の流れを抑制するように構
成することができる。その結果、燃料タンク６０２の表面７１６に至る電流の流れを抑制
することができる。また、燃料タンク６０２と接触する他の構造物に至る電流の流れを抑
制することもできる。
【００８０】
　また、複合材料層７０８は、ガルバニック腐食が、燃料タンク６０２と接触する可能性
のある他の構造物から生じるのを低減するように構成することができる。別の例示的な例
では、複合材料層７０８は、燃料タンク６０２が紫外線照射を受けて劣化するのを抑制す
るように構成することができる。
【００８１】
　次に、図８を参照するに、燃料タンクの一部を断面から見た図が、例示的な実施形態に
従って描かれている。断面８０２で表わされる構造物８００は、この例示的な例では、図
６の燃料タンク６０２の一部に対応している。複合材料層８０４は、図６の燃料タンク６
０２の壁８０６を形成する。
【００８２】
　図示のように、複合材料層８０８は、複合材料層８０４の上に配置される。また、複合
材料層８１０を更に、複合材料層８０８と複合材料層８０４との間に配置することができ
る。複合材料層８０８及び複合材料層８１０は、この特定の例では、電荷放散システム８
１２を形成することができる。電荷放散システム８１２は、図３の電荷放散システム３０
８、及び図４の電荷放散システム４００の１つの実施形態の一例とすることができる。
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【００８３】
　図示のように、シーラント８１４を複合材料層８０８の表面８１６に塗布することがで
きる。この特定の例では、プライマーは設けない。複合材料層８０８は、燃料タンク６０
２に対応する構造物８００の表面８１８に形成される可能性のある電荷を放散させるよう
に構成される。
【００８４】
　また、複合材料層８０８は更に、複合材料層８０４内に生じる、または複合材料層８０
４内を伝わる可能性のある燃料タンク内部８２０の不所望な放電を低減する、および／ま
たは防止するのみならず、電磁誘導現象によって生じる電流が複合材料層８０４に流れる
のを抑制するように構成することができる。
【００８５】
　図７及び図８の燃料タンク６０２内の異なる構成要素の図は、電荷放散システムの１つ
の実施形態を示すために提示される。図７及び図８に示す異なる構成要素は、図２～５の
構成要素群と組み合わせることができる、図２～５の構成要素群に使用することができる
、またはこれらの２つの図７及び図８の構成要素の組み合わせとすることができる。また
、図７及び図８の構成要素群のうちの幾つかの構成要素は、図２～５にブロック形で図示
される構成要素群を物理的な構造物として実現することができる過程を表わす例示的な例
とすることができる。
【００８６】
　また、他の電荷放散システムは、他の構成を有していてもよい。例えば、幾つかの例示
的な例では、シーラント７１４及びプライマー７１２は不要とすることができる。更に他
の例示的な例では、他の層を、複合材料層８０８と複合材料層８０４との間に設けること
ができる。例えば、別の複合材料層、またはガラス繊維のような別の材料を、複合材料層
７０８と複合材料層７０４との間に配置してもよい。
【００８７】
　別の例として、図示のこれらの複合材料層の他に、更に別の複合材料層を、電荷放散シ
ステム８１２の構造物８００内に設けることができる。更に、幾つかの例示的な例では、
ペイントまたはプライマーを更に、複合材料層８０８の表面８１６に設けることができる
。
【００８８】
　これらの図示の例では、複合材料層８０４及び複合材料層８０８を金型に積層する。こ
れらの複合材料層を硬化させて燃料タンク６０２を形成する。その結果、現在利用可能な
電荷放散システムと比較すると、電荷放散システム８１２を燃料タンク６０２に後の時点
で追加するための更に別の作業が不要となる。
【００８９】
　次に、図９を参照するに、電荷放散システムを備える構造物を製造するプロセスのフロ
ーチャートの図が、例示的な実施形態に従って描かれている。図９に示すプロセスを実施
して、図３の構造物３０２、及び／又は図４の構造物４０６のような構造物を例示的な実
施形態に従って製造することができる。この図に示すプロセスは、図５の製造環境５００
を使用して実施することができる。
【００９０】
　当該プロセスは、多数の複合材料を金型に積層して第１複合材料層を形成する（操作９
００）ことにより始まる。この多数の複合材料は、図３の第１複合材料層３１８のような
複合材料層の複合材料とすることができる。その後、複合材料を金型に積層して第２複合
材料層を形成する（操作９０２）。この第２複合材料層は、図３の第２複合材料層３２０
である。
【００９１】
　その後、これらの複合材料を硬化させる（操作９０４）。次に、当該プロセスでは、多
数のコーティングを、これらの構造物の表面に付加し（操作９０６）、当該プロセスはそ
の後、終了する。これらのコーティングとして、例えばこれらには限定されないが、プラ
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イマー、シーラント、ペイント、及び他の適切な種類のコーティングを挙げることができ
る。
【００９２】
　次に、図１０を参照するに、プラットフォームを動作させるプロセスのフローチャート
の図が、例示的な実施形態に従って描かれている。図１０に示すプロセスは、図２の航空
機２００のようなプラットフォームにおいて実施することができる。また、このプロセス
は、他の種類のプラットフォームにおいて実施することができる。
【００９３】
　当該プロセスは、第１複合材料層及び第２複合材料層を備える構造物を有するプラット
フォームを動作させる（操作１０００）ことにより始まる。この例示的な例では、第２複
合材料層は第１複合材料層に接続される。
【００９４】
　当該プロセスでは、構造物の表面の電荷を放散させる（操作１００２）。当該プロセス
では更に、電流が第２複合材料層に流れるのを抑制し（操作１００４）、当該プロセスは
その後、終了する。
【００９５】
　異なる図示の実施形態におけるフローチャート及びブロック図は、異なる例示的な実施
形態における装置及び方法の数通りの実施形態のアーキテクチャ、機能、及び操作を示し
ている。この点に関して、これらのフローチャートまたはブロック図における各ブロック
は、モジュール、セグメント、機能を表わす、および／または操作或いはステップの一部
を表わすことができる。
【００９６】
　幾つかの別の実施形態では、ブロックに記述される機能または機能群は、これらの図に
記載される順番とは異なる順番で行うことができる。例えば、幾つかの場合には、連続し
て示される２つのブロックは、略同時に実行することができる、またはこれらのブロック
は、実行される機能によって異なるが、逆の順番で実行してもよい場合がある。また、フ
ローチャートまたはブロック図に図示されるブロック群の他に、他のブロック群を追加し
てもよい。
【００９７】
　例えば、図１０の操作１００２及び操作１００４は、特定の実施形態によって異なるが
、同時に実行することができる、または逆の順番で実行することができる。また、幾つか
の例示的な例では、特定の実施形態によって異なるが、コーティングをこれらの構造物に
付加するために図９の操作９０６は行なう必要がない。更に他の例示的な実施形態では、
更に別の層を、構造物を形成する複合材料層、及び電荷放散システムの複合材料層の他に
含めることができる。
【００９８】
　更に、種々の実施形態によれば、第１複合材料層３１８と；第１複合材料層３１８に接
続される第２複合材料層３２０と、を含む装置が開示され、第１複合材料層３１８及び第
２複合材料層３２０は構造物３０２を形成し、第２複合材料層３２０は、構造物３０２の
表面３１２の電荷を放散させ、電磁誘導現象３１５によって生じる電流３１１が、第２複
合材料層３２０に流れるのを抑制するように設定される導電率を有する。
【００９９】
　１つの変形例では、第２複合材料層３２０は、構造物３０２の内部における不所望な放
電３２４を低減し、電流３１１が、構造物３０２の内部に流れ込むのを抑制するように構
成される。別の変形例では、第２複合材料層３２０は、構造物３０２の内部に隣接し、構
造物３０２内の多数の不具合を低減するように構成される。更に別の構成では、構造物３
０２は第１構造物であり、構造物３０２内の多数の不具合を低減するように構成される。
更に別の構成では、構造物３０２は第１構造物であり、第２複合材料層３２０は、第２構
造物３３８が構造物３０２と接触すると発生するガルバニック腐食を低減するように構成
される。
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【０１００】
　１つの別の構成では、装置は更に、第１複合材料層３１８と第２複合材料層３２０との
間に配置される多数の複合材料層５０２を含むことができる。更に別の構成では、第２複
合材料層３２０は繊維４１２を含み、繊維（４１２）は、ガラス、炭素、セラミック、シ
リカ、有機材料、プラスチック、ポリマー、ナイロン、及び金属のうちの少なくとも１つ
として選択される材料により構成される。
【０１０１】
　１つの変形例では、第２複合材料層３２０は、金属、金属合金、ニッケル、炭素、導電
性ポリマー、二酸化チタン、及びカーボンブラックのうちの１つとして選択される導電性
材料４２２を含む。別の変形例では、第２複合材料層３２０は繊維４１２を含み、繊維４
１２は、導電性材料４２２のコーティング、及び繊維４１２に練り込まれる導電性材料４
２２のうちの少なくとも１つを含む。１つの変形例では、導電性材料４２２のコーティン
グは、繊維４１２に付着する粉末、及び繊維４１２の少なくとも一部に付着するナノ粉末
のうちの少なくとも１つを含む。１つの例では、第２複合材料層３２０は、強化材を形成
する繊維４１２と、強化材４０８中のマトリクス４１０を形成する樹脂４１４と、を含む
。更に別の変形例では、樹脂４１４は導電率３２２を付与するように構成され、この導電
率３２２は、構造物３０２の表面の電荷３１０を放散させ、電流３１１が、構造物３０２
の表面３１２の第２複合材料層３２０に流れるのを抑制するように設定される。別の例で
は、第２複合材料層３２０はガラス繊維層である。別の例では、構造物３０２は燃料タン
ク２１６である。更に別の例では、第２複合材料層３２０は、多数の複合材料層を含み、
約１×１０６オーム－メートル（Ωｍ）～約１×１０１５オーム－メートル（Ωｍ）の抵
抗率を有する。
【０１０２】
　更に別の態様では、航空機の複合材燃料タンクが開示され、この複合材燃料タンクは、
第１複合材料層３１８を有する複合材燃料タンク２１６の壁４０５と；複合材燃料タンク
２１６の内部の第１複合材料層３１８の上に配置される第２複合材料層３２０と、を含み
、第１複合材料層３１８及び第２複合材料層３２０は構造物３０２を形成し、第２複合材
料層３２０は、複合材燃料タンクの内部の表面３１２の電荷３１０を放散させ、電磁誘導
現象３１５によって生じる電流３１１が、複合材燃料タンク２１６の内部の表面３１２を
流れるのを抑制するように構成される。１つの変形例では、第２複合材料層３２０は、複
合材燃料タンクの内部における不所望な放電３２４を低減し、電流３１１が、複合材燃料
タンクの内部３１３に流れるのを抑制するように構成される。別の変形例では、構造物３
０２は第１構造物であり、第２複合材料層３２０は、第２構造物３３８が複合材燃料タン
クと接触すると発生するガルバニック腐食を低減するように構成される。
【０１０３】
　更に別の構成では、第２複合材料層３２０は繊維４１２により構成され、繊維４１２は
、ガラス、炭素、セラミック、シリカ、有機材料、プラスチック、ポリマー、ナイロン、
及び金属のうちの少なくとも１つとして選択される材料により構成される。更に別の変形
例では、繊維４１２は、導電性材料４２２のコーティング、及び繊維４１２に練り込まれ
る導電性材料４２２、粉末が繊維４１２に付着した状態の導電性材料４２２の粉末のコー
ティング、及び繊維４１２の少なくとも一部に付着するナノ粉末のコーティングのうちの
少なくとも１つを含む。更に別の構成では、繊維４１２は、第１複合材料層３１８の強化
材４０８であり、更に、導電率を付与するように構成される樹脂４１４を含み、この導電
率は、構造物３０２の表面の電荷３１０を放散させ、電流３１１が、複合材燃料タンクの
内部の表面３１２を流れるのを抑制するように設定される。
【０１０４】
　更に別の態様では、プラットフォームを動作させる方法が開示され、前記方法は、第１
複合材料層３１８と、第１複合材料層３１８に接続される第２複合材料層３２０と、を備
える構造物３０２を有するプラットフォームを動作させる工程を含み、第２複合材料層３
２０は導電率３２２を有し、この導電率３２２は、構造物３０２の表面の電荷３１０を放
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のを抑制するように設定される。１つの変形例では、第２複合材料層３２０の導電率は、
構造物３０２の内部における不所望な放電３２４を低減し、電流３１１が第２複合材料層
３２０に流れるのを抑制するように設定される。
【０１０５】
　以上のように、異なる例示的な実施形態は、電荷を管理する方法及び装置を提供する。
１つの例示的な実施形態では、装置は、複合材料層と、織物層と、を備える。複合材料層
は、織物層の上に設けられる。複合材料層及び織物層は構造物を形成する。織物層は、構
造物の表面の電荷を放散させ、電磁誘導現象によって生じる電流が織物に流れるのを抑制
するように構成される。
【０１０６】
　更に、織物層は、電荷の流れを低減する、または防止する、電流が織物に流れるのを抑
制するように構成することができる、または異なる事象に応じて起こる可能性のあるこれ
らの２つの事象の組み合わせを抑制するように構成することができる。更に、織物層は、
構造物が別の構造物と接触することにより発生する可能性のあるガルバニック腐食を低減
するように構成することもできる。
【０１０７】
　このように、異なる例示的な実施形態は、現在利用可能なシステムと比較して、実行す
るために要する費用が少なく、煩雑さが少なく、時間が短くて済むように電荷を放散させ
ることができ、電流の流れを抑制することができる。
【０１０８】
　例えば、電荷放散システムを、構造物と同時に形成することにより、電荷放散システム
を付加するための更に別の作業を回避することができる。
【０１０９】
　更に、電荷を放散させるように構成される１つ以上の複合材料層を使用することにより
、異なる例示的な実施形態は、他の種類の電荷放散システムと比較して、重量を減らすこ
とができ、煩雑さを低減することができる。例えば、異なる例示的な例における電荷放散
システムは、構造物自体の一部として一体化されるようにすることができる。プライマー
または他の材料のようなコーティングを構造物の表面に付加する作業は、異なる例示的な
実施形態を使用して回避することができる。
【０１１０】
　例示的な実施形態に従って形成される複合材料層は、燃料タンク内に使用することがで
きる。複合材料層は、電荷を燃料タンクの内部の表面から放散させるために十分高い導電
率を有するが、当該導電率は、燃料タンクの内部の表面に至る、または燃料タンク内の別
の場所に至る電流の流れを抑制するために十分低い。これらの例示的な例では、電流は、
電磁誘導現象によって生じる可能性がある。
【０１１１】
　異なる例示的な実施形態についての記載を提示して、図示及び記述を行ってきたが、説
明を網羅的に記載しようとするものではない、または説明を開示される構成の実施形態に
限定しようとしているのではない。多くの変形及び変更が可能であることは、この技術分
野の当業者には明らかであろう。更に、異なる例示的な実施形態は、他の例示的な実施形
態とは異なる利点を提供することができる。選択される実施形態または実施形態群は、こ
れらの実施形態、実際の応用形態の原理を最も分かり易く説明するために、この技術分野
の他の当業者が、想定される特定の使用に適合するように種々の変更が加えられる種々の
実施形態の開示内容を理解することができるように選択され、記載されている。
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